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「サービス提供能力」 (abilityto continue to provide services)を表すとされる純資産
（以下「持分」という場合もある）を① 「非拘束純資産」 (unrestrictednet assets), 








う」 (Anthony[1995], p. 44)と述べ， FASB会計基準をきわめて厳しい調子で批判し
ているのである。アンソニーは， FASB概念書第4号『非営利組織の財務報告の基本貝














































































非拘束 一時拘束 永久拘束 合計、9
収益，利得およびその他の支援：
寄附 $ 8,640 $ 8,110 ＄ 280 117,0匈；ゞ・ヽ; 
料金 5,400 5,400 




純実現利得 8,228 2,952 4,620 
その他 150 150' 
拘束を解除された純資産
事業プログラムヘの拘束の達成 11,990 (11,990) 
設備取得への拘束の達成 1,500 (1,500) 
時間拘束の満了 1,250 (1,250) 
収益，利得およびその他の支援の合計 43,608 (1,098) 5,020 47,530 
費用および損失：
事業プログラムA 13,100 13,100 
事業プログラムB 8,540 8,540 
事業プログラムC 5,760 5,760 
管理費および一般経費 2,420 2,420 
資金調達費 2,150 2,150 
費用合計 31,970 31,970 
火災損失 80 80 
年金債務の保険数理上の損失 30 30 
費用および損失の合計 32,050 30 32,080 
純資産の変動 11,558 (1,128) 5,020 15.450 
期首純資産 103,670 25,470 137,000 266,140 









































































































(8) 寄附をすべて当期の収益として処理する方式は， FAS116の第 1次公開草案 (1990年）および
改訂公開草案 (1992年）においても一貫して提示されてきたものであった。この点については，
Anthony [1995), p. 48を参照されたい。
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第50巻第3号 ： 




うことは，寄贈建築物や基本財産贈与も含む寄附の全額が当期の収益（または利得） , ~1-i とし
て処理されるということに他ならない。こうした会計処理にもとづいて表示される「純資t























































もとづいて正当化することはできない。」 (Anthony[1995] p. 48, footnote 4) 
0) 非拘束純資産の総額はせいぜい，非営利組織の「流動性」 (liquidity)の1指標としての意味
を持つにすぎないと，アンソニーは述ぺている。 Anthony[1995] p. 47. 
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第50巻第3号
提示」 (statementof objectives), 「事業取引に関する基準」 (standardfor operating 












に，「事業報告書」 (operatingstatement), 「事業貸借対照表」 (operatingbalance 




にされる。そこでは，さらに，「贈与資本貸借対照表」 (contributedcapital balance 






























































































用アプローチ」 (revenueand expense view)であり， FASBが拠って立つ会計観は「資



























増減項目として， (a)外貨換算調整， (b)最小年金負債調整， (c)売却目的証券を除く有価証券
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